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馬頭　忠治＊
はじめに
ここでのテーマは，地域と高校が協同して次世代を育てることが，何故，できないのか，その背景と根
拠を探ることである。もし，地域と高校が力を融合して，その地で高校生を育てることができれば，地域
の衰退と公教育の劣化という今の負のスパイラルを阻止できることは，間違いない。それは，地域と高校
の新しい関係を作り直そうとする，いろいろな地域の取り組みからも明らかである。ここでは島根県海士
町に学びながら，次世代を育てていく地域と高校の新しい関係や形について考察する。
１．鹿児島県高校の統廃合・廃校
県下で，どのくらいの高校が廃校になったのか。学制改革（1948年）以降，統廃合と廃校を合わせると，
公立高校で36校となる。統廃合は，60年代に4校，80年代に8校，2000年以降は12校となる。廃校（分校含
む）は12校である。それは，北薩，南薩，大隅といった中山間地から始まっている。
廃校は，栗野高吉松分校（1959年），栗野高横川分校（1959年），坊津町立坊津高（1963年），蒲生高吉
田分校（1983年），南大隅高田代分校（1987年），東郷高（1987年），祁答院町立大村高（1988年），牧之原
高（1988年），鹿屋市立鹿屋女子高併設高隈高（1988年），吾平町立鹿屋農業高吾平分校（1988年），南大
隅高佐多分校（2002年），笠沙高（2006年），高山高校（2015年）である。
また，統廃合は次の通りである。大崎高⇒有明高（1963年），有明高⇒串良商業高（2015年）。宮之城高，
宮之城農業高⇒薩摩中央高（2007年）。長島高，阿久根高，阿久根農業高⇒鶴翔高（2007年）。入来商業高，
樋脇高⇒川薩清修館高（2007年）。種子島実業高⇒種子島高（2008年）。徳之島農業高⇒徳之島高（2008年）。
西高，甲陵高⇒明桜館高（2010年）。牧園高，栗野工高⇒霧島高（2010年）。中種子高，南中種子高⇒種子
島中央高校（2010年）。大島工業高⇒奄美高（2012年）。財部高，末吉高，岩川高⇒曽於高（2016年）
これまで，高等学校の廃校，統廃合は，「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法
律」という「標準化」法に従って実施されてきた。第5条は，240人（2学級40人×3学年）を下らないも
の（但し，分校は100人）と学級編成を定める。だが，この標準化法が平成25年に改正され，この第5条は
削除された。第6条に，「四十人を標準とする。ただし，やむを得ない事情がある場合，…生徒の実態を考
慮して特に必要があると認める場合については，この限りでない」となった。公立義務教育（小中校）も
同じように改正された。学級編成は，法に「従い」が，「を標準とする」と緩和され，県と町の同意と協
議が義務づけられた。
高等学校だけでも，全国に3,654校あるが，統廃合は1年間で50校を超える。10年間で6～7校が廃校にな
るという深刻な事態となっている（『廃校施設等活用状況実態調査』平成24年9月）。
　 　
キーワード：高校の統廃合，高校生の中途退学，公教育の劣化と地域の衰退，非卒業者（率），次世代の育成
　 　
＊本研究所所員・本学経済学部教授
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公立の小学校，中学校，高等学校，特別支援学校について見れば，平成4年度から23年度までの20年間
で廃校は，6,834校となる。毎年400～500校前後の公立学校が閉校する。この廃校数は，平成24年度だげ
でも，それぞれ419校 ,117校 ,62校，計598校，平成25年度では，同じく346校，104校，32校，計482校となっ
ている。また平成14から25年度の10年間の廃校数は5,801校となる。鹿児島県では，同じくこの10年間で，
138校が廃校になっている。すなわち，小学校68校，中学校51校，高校19校が廃校となった。
改めて学校の廃校，統廃合が深刻な社会問題であるかは指摘するまでもない。ある意味，限界集落論（65
歳以上の人口が半数以上の町村）や都市消滅論（20歳から39歳の女性が2040年までに5割以上減少する1万
人以上の市町村）と同様，否それ以上に問題は本質的であり深刻である。しかも，高校の統廃合が地域に
及ぼすさまざまな影響などについて，公的な調査は見当たらない。廃校・統廃合が地域にどのような事態
を引き起こすのか，また，その事態をどのようにカバーするにかといった問題について調査，研究されて
いるとは言い難い。
だが，地域を担う人材を育て，地域を魅力ある暮しの場にするという地域のテーマは，学校の存在を無
視しては何事も語れないはずである。しかしながら，これまで地域と学校は，切り離され融合することは
なかった。それは，端的に言えば，先に紹介した標準化法や『学校統合の手引き』（1957年）によって，
一方的に廃校・閉校・統廃合する事態が押し進められてきたからである。このまま学校と地域が連帯・協
同することなく，それぞれが持つ人を育てる力が融合できなければ，地域再生は困難となるばかりであろ
うし，高校で学ぶ積極的な意味を見いだせない高校生を輩出し続ける。すなわち，改めて学校と地域の関
係について，その新しい可能性を含め，十分に掘り下げ，新しい時代の「公教育」とは何かを探ることな
くしては，学校と地域の未来は十分に語れない。以下，この問題を深めたい。
２．地域と学校の貧しい関係と危機
２−１．統廃合・廃校の意味
鹿児島においても，これまでに多くの『閉校記念誌』が刊行されている。戦後，例えば，笠沙高校が，
1952年に笠沙町・大浦村・坊津町組合立町立でスタートした歴史が物語るように，高校は，地域の不可欠
の存在であり，地域の歩みそのものであった。それだけに，かかる類の記念誌は，どれもこれも熱い想い
が綴られている。しかも，高校の管理者（校長・教頭）は2年ほどで移動となるため，多くは卒業生や地
域住民が語ることとなる。しかも，閉校が近づくと，笠沙高校の場合がそうであったように，地元の人び
とは，「対策協議会」や「存在させる会」を結成して，入学者を増やす努力を惜しまなかった。また，存
続のために教育委員会への署名活動や県への陳述書を提出するなど，必死で高校を守ろうとした。最近，
閉校になった高山高校は，1895（明治28）年に高山村立女子実業補習学校として開校している。末吉高校
も，創立は，末吉村立実科女学校として1921（大正10）年である。岩川高校も，岩川町立の岩川工業高校
として1941年に出発した。思いは同じであろう。
笠沙高校も，「地域の振興は教育にあり」と町の組合立であった。そして，ずっと学校は地域の宝であり，
地域継承文化の拠点であった。また，そこに住む人の母校であり，故郷を想う人材の育成の場であった。
それが，過疎化や町村合併のなかで「小規模校では教育的学力の向上は望めないし，競争力に耐えない」
という「適正規模論」で一蹴されて存続が叶わなかった（『鹿児島県立笠沙高等学校閉校記念誌』2006年）。
そもそも，日本では学校は，単なるスクールではない。欧米のように，学校で教科を学習し，躾（しつ
け）は市民の責任であり，スポーツはクラブで修得するといった関係にはない。日本では，知育も徳育も
体育も学校が担う。だから，掃除もするし運動会も開催する。給食もあるし学級活動やクラブ活動などさ
まざま取組みをする。日本では，学校は，学習だけではなく生きる力をつける場所であった。
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そのため，学校が閉校すると，地域も家庭も，人を育てる力と場所を一気に無くす。全くのお手上げ状
態となる。しかも，生徒の進路を決定する力も学校が一手に握る。その意味では，地域は全体として人を
育てる術を奪われ，関係を失う。さらに，核家族化，共働き，さらには昨今，無視できなくなってきた貧
困に起因する家庭崩壊などで，子供を育てる家庭の力は著しく低下している。後述するように，地域や家
族の支援もなく，居場所を失い，最悪の場合には，家族からも学校からも見捨てられるような形で，高校
生は中途退学や不登校，ひきこもりとなる。
こうした事態を踏まえて言えば，高校が「標準化法」で一方的に統廃合されるのではなく，地域に根を
張って，現在，突きつけられる諸問題に向かい合うことができれば，事態はかなり変わってくる。改めて，
公教育とは何かが問われる。もはや，進学と就職という二つの出口しかない高校であるならば，余りに取
りこぼされる問題が多くなる。さらに，もし，高校で学び直しもでき，地域で暮らす意欲と術や仲間もつ
くることができれば，また，そうした新しい公教育を地域とともに模索することができれば，地域はずっ
と変わる。高校生も変わり，親も変わる。そのように思えてならない。
高校の統廃合ですら，バスやタクシーでの遠距離通学を余儀なくさせ，保護者などにその経済的負担を
掛ける。そればかりか，高校生の姿を見ない日常が地域に作られると確実に活気は消え，郷土愛が育たず，
町村のやる気などが削がれる。進学という理由だけで，子供ばかりか家族ごとの転出という選択ともなっ
ていく。そうしたことが重なれば，やがて人口は減少し，空き家・空き地をつくり，町は納税者を失う。
仕事もなくなり，教育環境が整わず，Uターン，I ターンをしようとする人からも無視され，外との交流
も難しくなる。
地域が衰退する形はいろいろあるが，そうした形で在所の魅力がなくなって，段々とそこに踏み止まる
理由が見出せにくくなっていく現状から考えても，高校の在り方は決定的である。さらに，指摘すべきは，
高校で学ぶ意味が曖昧になるという問題である。先に指摘したように，高校生は，資格を取得するとか，
大学に進学し都市で仕事を見つけるといった非常に狭い限られた目的しか持てず，地域にも関心や興味が
ない。
つまり，高校生自身は，自らの居場所を地域に見つけられず，自らを外に閉じていく生活スタイルとな
る。唯一，他者とつながるのは SNS となる。高校生が，このまま家と学校に閉じ込められれば，郷土愛
や誇りなど育つわけがない。しかも地域から出るしか自らの選択がないようでは，高校は単なる進路のた
めの道具であり通過点でしかなくなる。やはり，学ぶ理由やその意味も積極的に見出せないまま，学習意
欲も失う。これでは高校生は自らの自信もつくれない。自己効力感を持てず，自己評価も低くなる。後は，
自分の偏差値と出身高が評価の基準となる。そうした結果，学校は勝ち負けを決めるところだと生徒が思
い込み，さらに自分が敗北者でしかないなどと決め込み，学力を身につけることさえ疎かになる。そして，
卒業すればいいとなる。
しかも，最近では，学力は家庭の経済状況に大きく影響されるようにもなった（『平成25度　全国学力・
学習状況調査の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究』）。さらに，貧困や格差は，
高校生の自己効力感を根底から奪い取る。しかも，中途退学の問題は，高校生本人の問題に起因するもの
でもないし，家族だけで対応できるものでもない。
これまでの地域と高校の関係では，高校生たちが，自信と誇りを持てず，地域で暮らし続けることを諦
め，地域を出るという選択しか残らない。しかも，それが当たり前と受け止められれば，地域も，積極的
に高校生を支援する理由を失う。高校生も学ぶ意味を見出せずに進学する動機すら持てない不本意入学と
なる。その結果，地域と高校の断絶がつくられ，地域は未来の担い手を失っていくといった負のスパイラ
ルが作られる。
こうした状況では，学校の公教育が機能しているとは言えない。しかも，学校も地域も，人を育てるこ
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と自体が難しくなっている。その象徴的な問題が中途退学や不登校である。公教育の看過できない問題で
あるが，本来，この問題は過疎や貧困の問題と連鎖する，社会と地域が解決していかなければならない問
題でもある。
やはり，地域と高校の負のスパイラルを発生させない地域と高校の新しい関係づくりが，未来社会に
とって決定的であると言えよう。そこで，次にこの高校生の中途退学について考えておきたい。
２−２．高校生の中途退学について
地域と高校の関係の現状を見る上でも，この中途退学と不登校は，問題点を炙り出す象徴的な問題であ
る。ここでは『学校基本調査』などで中途退学者の実態を把握したい。
大雑把に言えば，高校の中途退学者は，1990年代半ばに増加し，全国でおよそ12万人を超え，中途退学
率は2.5% 以上となる。平成23年の中途退学者は53,869人，中途退学率は1.6% であった。学年別に見ると，
高校生1年生の23,320人で全体の約4割を占める。鹿児島では，平成23年の中途退学者は460人で1.27% とな
る。自殺者も6人と多かった。平成26年では中途退学者は360人で1,04% となる。
この中途退学率は，在籍者数と退学者から単純に算出されるため，正確ではない。むしろ，非卒業者を
カウントする方がより，現実に近づく。すなわち，入学者が３年後，どれだけ卒業したのかを計算し，非
卒業者をカウントするというものである。これで見ると，中途退学者より非卒業者はかなり増える。	
鹿児島の非卒業者（率）で見ると，この数は中途退学者（率）よちもずっと多くなる。平成22年3月の
卒業者は17,182人，この卒業者の入学時の数は，平成19年５月在籍数で18,705人であった。したがって，
この入学者が卒業時に卒業できなかった数は1,532人となる。卒業者／在籍者数は91.9％で，非卒業者率は
8.1％となる。平成26年度の卒業生15,282人で，23年度の入学者が16,570人となる。卒業しなかったのが1,498	
人となり，非卒業者率は7.9％となる。全体の約8％に当たる1,500人ほどの高校生が毎年，非卒業者となる。
ざっと，中途退学者数の4.2倍，率で7倍となる。
平成23年度の非卒業率が12.6% と日本で最も高いのが，大阪府である。この年，卒業者は67,766人で，
入学者は77,547人であった。すなわち，9,781人が卒業しなかった。平成26年度の卒業者は73,358人で23年
度の入学者は82,973人で，非卒業者は9,615人で，非卒業率は12.4% である。
なかでも府立西成高校は，300人いた入学者で卒業できるのは，130人ほどとなる。それほど生徒はさま
ざまな問題を抱える。その背後には貧困がある。「実父母と住んでいる家庭は5割を切る」という厳しい生
育環境になる高校生を預かる。学び直しができるエンパワーメント・スクールを徹底するとともに，「反
貧困学習」を取り入れ，生徒の自立を支援する（2016年2月10日ヒアリング）。
そこまでなくとも，多かれ少なかれ，高校生の多くは，家のリスクと自分のリスク，それらは社会のリ
スクと密接に関連するが，そうした複合的なリスクを抱える。親の経済状態や健康，家庭不和，DVや虐
待，ネグレクトなど不安定で不安感を持つ。自信も学業不振やいじめ，アルバイトもせざるを得なくなる，
病気など多様な理由から不安となっている。
２−３．高校生を取り巻く状況
もう少し，高校生を取り巻くこうした状況を広く見るために，文部科学省『平成21年度　児童生徒の問
題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査』の結果を紹介したい。この報告書は，高校生約114.7万人の
行方を，中途退学以外に，早期離職者と一時的に仕事についた者＋無業者を調査し，高校生が抱える状況
が広く社会問題として受け止め解決していかなければならないことを明らかにする。
この年の高校卒業者約114.7万人には，中途退学者5.7万人が含まれていないが，就職者18.6万人の内，早
期退職者（平成19年度卒業者の3年以内の就職率から推計）は7.5万人となった。さらに卒業後一時的な仕
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事についた者＋無業者は10.7万人となっていた。
これから，高校生がいかに不就業者に陥り易くなっているかが一目瞭然である。この状況は，何も日本
に限らない。この調査は，OECDのレポートも紹介する。OECDは，不就業に陥り易い若者層を「置き去
り層」と「安定した職に就けるだけの十分な技能を有しない若者層」に二分する。前者の「置き去り層」は，
26カ国の15～24歳の若者の内，不就業者は1670万人にもなり，647万人が失業中，残りの1000万人は就業
も就労もしていない。全体として，「置き去り」という形で，十分な育成支援も受けられないで社会的に
不利な状況に陥って抜け出せないといったリスクを若者が背負うといった深刻な事態が明らかにされる。
日本の若者も，こうしたリスクを背負いかねない状況にあるとも判断できる。この意味からも，中途退
学の背後にある問題について，立ち入って考察しておきたい。ここでは，平成23年度に実施された，内閣
府の『若者の意識に関する調査（高等学校中途退学者の意識に関する面接調査）報告書』を紹介して，問
題点を探っておきたい。
これは41名の当事者を対象とする面接調査であるだけに，問題の所在は浮き彫りになっている。まず，
退学後の就労についてであるが，アルバイトが43.9% で，正社員・契約社員が9.8%，家の商売・事業が4.9%
となっている。こうした形であるが，60%の中途退学者は，就労している。他方，就学では，高校・定
時制で24.4％が，受験勉強中が12.2% となっている。
また，最も関心が持たれるのが中退の要因であろう。この調査によれば，「生活習慣の乱れ（欠席，欠
時）」が58.5% となっている。また，学力に関連して，「学力に起因する不本意入学」が36.6％，「学力（勉
強についていけない）」が26.8％と，合計で63％を超えている。学校での人間関係で，友人に起因するの
が34.1％，教師に起因するのが24.4％と68.5％にもなる。家計関連が原因となるでは，「家計の事情による
高校選択の制限」が14.6%，「アルバイト」が14.6% の29.2％となる。その他，「病気」が19.5%，「妊娠」が
17.3％と，いかにその要因が多様であることが理解される。
敷衍して言えば，次のようになろう。高校生活をはじめ，分かりたいという気持ちがあっても，授業に
ついていけなければ，高校は，一気に自分にとって魅力ある場所ではなくなる。人間関係にも敏感である。
友人が辞めれば自分も退学したくなるという。もちろん，経済的な圧迫も強い。家庭が崩壊状態（親の欠
損，離婚，シングルマザー，虐待，ネグレクト，親の依存症，うつ，障がいなどを抱える）にある学生が
いることは確かである。さらに，教員が置かれている環境も指摘されなければならない。教員の業務量は
多い。話せる英語へのシフトといった教育内容の変容，さらには情報，環境などといった新しい科目の教
育への対応もあれば，生徒に対するケアやカウンセリング的な対応，給食から通学路の安全，進路相談，
家庭訪問など，こなさなければならない業務は半端ではない。そのため，授業準備に1日訳1時間15分しか
当てられないという（『平成26年度文科省調査』）。
もちろん，「適正規模論」といった経済的な理由を超えるほどに教育投資が潤沢となれば，事態はかな
り変わりうる。「教育特区」や「教育バウチャー制」の導入以前に，教育投資をする国になることの方が，
よりよい解決となる。公教育の縮小と自己責任では，到底，次世代の社会は叶わないし，地域と高校の新
しい関係をつくることも困難のままとなる。これまで教育委員会が学校の活性化を地域と共に取組むこと
などなかったこと自体が反省されなければならない。
だが，学校は，地方自治体法では「公の施設」（第244条）である。住民の福利増進に供する施設でもあ
るはずである。であれば，生存権と教育権の融合という新しい形を問うことで，地域は「公の施設」が作
れるかもしれない。そうであれば，もはや，これまでの公共性を再審し，新しい公教育とは何かを模索し
ながら地域教育や地域の新しい学校を再構想すべきであることは自明ではなかろうか。こうした住民の福
利ともなる公教育が放棄されてきた方が異常であったと反省すらすべきである。では，どうしていけばい
いのであろうか。
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３．学校と地域の新しい形
確かに，学校を地域の拠点にするという新しい設計思想は芽生えつつある。コミュニティ・スクールが
その一つである。学校が保育と福祉と複合させ，同一敷地内で完結させれば，そこはまさしく学びの場と
なるし福祉の場となる。お互いが交流し，つながり支え合うといったコミュニティの実践の場となる。そ
のようにして共同の力によって人を育てることもできる。
だとすると，地域経営は，そうしたコミュニティ・スクールの可能性を具体的に探ることをテーマにし
てよい。私は，この間，そうした問題意識で，三重県多気町の相可高校生による「高校生レストラン」や
島根県隠岐の島，島前高校を訪問調査してきた（2015年10月25～28日）。「貧困学習」など人権教育に熱心
な大阪府立西成高校や現代組踊り「肝高の阿麻和利」を上演するといった「感動教育」をめざす沖縄県う
るま市の中学生と高校生による取組みなど多様となっている。ここでは，島前高校と海士町（島根県沖合，
60キロにある離島）の取組みを簡単に紹介しておきたい。
海士町では，廃校，統廃合にしないための戦略，すなわち，高校をしっかりと地域に拠点に据える「地
域の魅力化プロジェクト」が実践された。このヒアリングで学んだことの一つは，高校の存続とそこでの
教育の質が，地域定住促進の要となるということであった。この点に絞って，以下，報告したい。
指摘するまでもなく，ＩＵターンを増やし，子育て世帯が移住したくなるような地域をつくるためには，
高校の存在は決定的となる。逆に高校が無くなると，子育て世代が流出する。家族で移住することにもな
る。そうなれば，地域は働き手を失う。高齢者世代も一緒に流出する。その煽りで医療機関なども閉鎖と
なる。町の税収も減る。交通機関も維持できなくなる。そうした負のスパイラルで地域は活力を喪失する
ばかりか再生する基盤を持てなくなる。
この海士町の「島前高校の魅力化プロジェクト」の詳細については，山内道雄，岩本悠，田中輝美『未
来を変えた島の学校―隠岐島前発　ふるさと再興への挑戦―』（岩波書店，2015年）を参照していただく
として，ここでは，次のようなことに絞って紹介しておきたい。
まず，島前高校の概要を示せば，現在，全校生徒数160名で，その内，県外生徒（17都道府県）が66名，
島外者合計で79名となる。つまり，生徒の半分は島外という高校である。しかも，平成20年（2008）度に
は，全校生徒数が89名となり，この年の入学者は20名で最低を記録した。だが，2015年の入学者は57名。
新入生の約5割が島外からの入学となり，廃校を免れた。しかも，希望者が全員入学できるわけではない。
まさしく奇跡である。
しかも，それに伴い子連れ家族が定住するようになった。その結果，若者や子どもの数が増加した。今
では，326世帯483人のＩターン者が海士町に住む。昨年までの定着率は50％強である。子どもの出生も年
10人が14～5名に増えた。1950年ごろは，約7,000名の人口は，2010年には2,374人となったなかでも定住で
あるので，そのプラス影響は指摘するまでもない。これは，都市からのＩターン者が自らの活躍の「ステー
ジ」を求め，島は「やる気」と「スキル」のある若者を求めるという両者が融合できたという結果でもあ
る。しかも，彼らはびっくりするほどの高学歴者でキャリアを持ち合わせている。この融合が島を変えて
いく新しい力となったのである。
高校生は，この新しい力を実感して島の未来を担う人材に育つ。まず，隠岐島前高校では，習熟度別の
少人数指導や，進路に応じたコース選択（特別進学コースと地域創造コース），さらには地域に根ざした
教育（「夢探求」自己実現と地域・社会貢献を果たす夢の探求）を可能とする教科科目を設定する。寮を
学校の敷地内に設け，寮生活を楽しめるように生徒による自主的管理と教員のサポーター態勢が整ってい
る。
さらに，町による公立塾「隠岐國学習センター」が開設されている。この学習センターは，実にさまざ
― 53 ―
地域と高校の新しい関係と形の模索
まな機能を果たす。まず，センターは，学校と自宅とは異なる第三の居場所となり勉強部屋となる。それ
ばかりか相談者がいつも待機する。そうした自由な空間となっている。そこではいつでも学び直しができ
る。進路相談も就労支援もあるがそれは大人との交流となり，大人がいる場ともなる。それは，単なる学
習塾ではなく，帰属できるコミュニティでもあり，社会との関わりをつくる，そうした，かつての「若者
宿」のようなコミュニティーセンターである。だからこそ，沢山のイベントやフォーラムが開催され，高
校生は手伝ったりもする。
教育を学校だけに頼ると，結局，不平等を再生産する（Ｐ・ブルデュー）。それを柔軟し，学校のリス
ク（退学，いじめ，学業不振など）ばかりか，家のリスク（経済力，健康，暴力など）も，さらには自分
のリスク（やる気喪失，アルバイト，孤立など）を少なくしながら，地域での学びの，あるいは学び合い
の関係をつくっていく。その拠点がこの「学習センター」なのである。
こうしたことが魅力となって都会の高校生を受け入れる「島留学」も成功する。さらに，島まるごと図
書館や保・小・中・高の連携教育による一貫した人間力育成，中学校のエコ・スクール化，外国人向けサ
マースクールの開校，島を一つの大学に見立てた「海士大学」など学校と地域の新しい形が多様につくら
れることとなった。
もともと，海士町は，「ないものはない」の思想を持つ。
そのため，まちづくりの原点は「ひとづくり」にあるとし，
地域をつくる「人間力」がすなわち「地域力」であるとの
哲学を全ての基礎に据える。平成17年（2005年）には，す
でに，教育委員会，健康福祉課，財政課の連携による「人
間力推進プロジェクト」が立ち上げられ，「地産智生」の
人づくりが目指された。
しかも，この取り組みの前提には，地域の大人の本気が
ある。それが地域の人びとに伝わり，知られていく。
そうして一体感のある取り組みとなり，信頼のもと，人びとの自信と誇りがつくられていくのである。
指摘すべきは，町長や役所の職員の給与カットによる地域活性化の資金を捻出したということである。
攻めの実行部隊産業３課として交流促進課，地産地商課，産業創出課も設置した。しかも，フェリーが発
着する港に置かれた観光課は，当然のごとく土日，オープンする。具体的には「さざえカレー」や隠岐牛
など特産がつくられ，それを支えるいろいろな仕事が作られた。
さらには，2009年に，つぎの10年間の総合計画『島の幸福論―海士ならではの笑顔の追求―』として冊
子がつくられた。人びとに読まれていくばかりか，「海士町をつくる24の提案」となって，実際，５つの
プロジェクトが生まれた。是非参考にしていただきたい。
おわりに
地域と都市の関係は，これまで経済的にも政治的にも，さらには文化的にも定義され固定化してきた。
「東京一極集中」がその帰結である。だが，それは地域と高校の関係を方向づけ，高校は，高校生が進学
も就職も都市に向かわせる制度となり，学習も偏差値をあげることに特化させ，多くの敗者と少ない勝者
をつくる選別の機関ともなった。
これでは地域を担う次世代を育てることなどできるはずがない。このまま，学校も地域も人を育てる力
を持てず，学びの質を高めることも難しくなれば，信頼や思いやりといった社会資本によって地域をコ
ミュニティとすることも，過疎と高齢化を受け止め，だれもが在所で生きる新しい暮らしは，その模索さ
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え困難となる。
したがって，地域を開き，地域の未来を地域の可能性の上に拓いていくためには，高校生が自らの生き
方を選び，在所で暮らせることができる，そうした地域と高校の新しい関係づくりが，何より，求められ
ている。
幸いなことに，人間は，一つの組織に所属し，そこでの可能性の追求から解放されるようになった。複
数のグループに所属し，安定したオンライン・コミュニティが持てるようになった。いろんな人と知的交
換ができお互いの思考が言語化され，新しい集合知や社会的価値を創ることがリアルとなった。それに
よって，都市と農村や老若男女などといった境界を超えて新しい関係と形がつくれるようになった。
おそらく，このオンライン・コミュニティが高校での学び，地域のつくり方をも変えていくことは間違
いない。その上で，海士町のような学習センターをつくることができれば，地域と高校の新しい関係や形
づくりが，未来の最前線となることは間違いない。このことを指摘して稿を閉じたい。
